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論 文
台湾におけるエレクトロニクス産業
の発展とその現勢に関する一素描
? ?
充
はしがき
本小稿は，いわゆる発展途上国のうちにあって工業化がいちじるしく進展し
ており，近代産業の発展も他の発展途上国に比して相対的に高度の段階にある
といわれている台湾の現況を知るための一つの手がかりとして，そこでの代表
的な近代産業の一つであるところのエレクトロニクス産業に焦点をあわせ．こ
れを極くおおまかに素描してみた。
したがって， この国における産業構造の特徴，あるいは工業化過程に関する
論述は，予備的ないしは基本的考察としては不可欠のものではあるけれども，
それだけに，このことに関しては改めて関説しなければならないとおもわれる
ので，本小稿においては省略していることをあらかじめここに断っておく次第
である。
1 
発展途上国のなかでも最近ますますめざましい工業化を推進している台湾に
おいて，近代的新興産業の一つにエレクトロニクス産業があげられる。
そこで，まずその現況を事業所数について概観してみると，現地企業が50
社，現地企業と外資との合弁企業が4社（いずれも日台合弁）， そして単独外資
企業（華僑資本を含む）が37社以上におよんでいる。
つぎに，これらの産業の主要製品についてみてみると，現地企業の製品は，
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真空管ラジオ・トランジスターラジオ・テレビ受像機・電気蓄音機，および，ラジ
オと電気蓄音機を組合わせたものなどである。真空管ラジオと電蓄は町の電気
材料店で組立てられ， トランジスターラジオとテレビは工場（登録ずみの）で組
立てられる。、ただし，主要部品，たとえば真空管・プラウン管・トランジスター
ダイオードなどは，生産不能で輸入に頼っている。現地企業の製品は品質が国
際水準に達しない上，コスト高であるため，組立ての委託加工を引受けてい
る。トランジスクーラジオをのぞいては，輸出にはみるべきものはない。部品
で輸出実績の＇あるものは精々拡声器，インシュレーターぐらいである。それも
金額的には，ほとんど問題にならない。ただ，今後は台湾の外資系企業にも納
品するようになったので，生産は増加しよう。といったところがその実情であ
る1)。
事実，台湾における行政院国際経済合作発展委員会においても，エレクトロ
ニクス産業は，台湾における有望かつ将来性のある投資機会をあたえる産業と
して奨励されている2)。
そこで，まずトランジスタ一部門についてみてみると，日本からの輸出は，
-1958年度においては 351,580個数であったのが， 1963年度には48,457,568個数
とはね上がり，．その金額は 9,213,000ドルとなっている。そして，それは1965
年度になるとさらに17,600,000ドルと上昇しているのである。
このように，台湾は，国内需要のため，また輸出目的の観点からも， 1966年
には，数百万個数のトランジスターラジオの生産が必要とされるようになって
きたのである。
たとえば， 1965年より開始された第4期4カ年計画は，過去3次にわたる開
発計画のあとをうけて，さらに一層の産業構造の高度化と輸出の振興をつう
じ，国民所得の増加と雇用の増大を目的としたものであるが，それにおける主
要工業品生産目標の一つとして， トランジスターラジオがあげられている。そ
れによると， 1964年度が450千セット， 1965年度には 6,000千セット，そして
1_968年度になると12,000千セットとその｀目標生産額は倍加されている8)。
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このように，政府が自国においてトランジスタ一部門の生産開発にのり出し
た理由としては， トランジスターが今やラジオにおける真空管にたいして十分
にとってかわってきたこと，また，その他のエレクトロニクス装置・備品など
も，その応用が従来の真空管に比して一層広範囲になってきているということ
などにかんがみて， トランジスター製造業がすでにエレクトロニクスの分野で
の基幹産業であるとみなすことができるようになった，ということがあげられ
ている。そして，このような理由から， トランジスター製造業は偉大なる発展
的潜在性を有しているところの産業であるばかりでなく，早期に開発されねば
ならないところの産業でもある，と台湾当局は強調しているのである。
つぎに，ラジオの部分品についてみてみると，台湾におけるここ数年来のテ
レビおよびラジオの部分品の輸入金額は，毎年400万ドルを超えてきている。
そして，とくにテレビ受像機の需要の伸びが将来見込まれるので，その金額も
一層増加するものと予想されている。したがって，国内需要を満たすためのラ
ジオやテレビの部分品の地方工業 (localmanufacture)の見通しは明かるいと
されている。
なお，この部門における日本との関係について台湾側では，日本をラジオの
部分品の主要なる輸出国としてこれを重視している。たとえば， 1965年には日
本からのトランジスターラジオ真空管および拡声器・ 蓄音機・抵抗器・ その他
の部分品などの輸出金額は120百万ドルを上回っているのである。
しかしながら，今後，台湾製のラジオの部分品の品質がより一層改良され，
生産費の方も一層の引下げが可能になってくれば，台湾はこの種の製品の供給
国に発展し，国際市場においても一つのジェアーを確保することになるであろ
うと，その意欲はなかなか盛んである。
最後に，エレクトロニクス部分品とその製品についてみるに，最近における
エレクトロニクス製品の応用や普及のめざましさについて台湾当局もこれを認
め，その一般的なものとして；ラジオ・蓄音機・テレビ受像機・テープレコー
ダー・相互通信装置・通信施設・電子計算機・航海標識・宇宙関係電子機器な
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どをあげているが，これらのほかに，ここに興味をひくものとして，空襲警報
装置があげられているということである。これは，現在，台湾がおかれている
国際的政治情勢ならびに国防体制よりみて，不可欠な装置の一つでもあるとい
えよう。
このように，エレクトロニクス製品および装置を一層開発するための機会
は，これらの応用範囲の拡大にともない，ますます成長してきているのであ
る。そのためからも，台湾におけるエレクトロニクス産業の発展にたいして
は，もっとも適切であるとおもわれるところの製品を研究し，それを選択する
ことが必要であるということを，台湾当局は強調しているのである。
しかしながら，現状においては，いまだ国際市場において好評を博するため
の生産技術を開発させ，それを樹立することが困難であるということもまた否
めない事実であるということから，まず，一般的かつ普通品の生産が開発され
るべきであろうという段階的な態度が示されているのである。
2 
さて，台湾政府は工業開発政策の一環として，外国資本および華僑資本にた
いして，投資奨励や工場誘致政策を推進し，これらのためにあらゆる面におい
て便宜をはかっているが，以上において概観してきたように，現下におけるエ
レクトロニクス産業の一般的な発展的趨勢と，その開発にたいする台湾当局の
積極的な態度を反映して，これにたいする外人および華僑投資も，数多くの産
業業種のなかでもっとも高いといわれている。
すなわち， 1967年 1~11月における外人および華僑投資（許可ベース）は222
件， 59百万ドルに達しているが，この金額は1966年 1年間の実緒 (113件， 34.3
百万ドル）を大巾に上回る実績を示していることになる。なかでも， 台湾の豊
富にして低廉な労働事情に着目した日本からの企業進出の激増と，香港暴動の
結果として香港華僑による資本投資の増加が目立っている。
これを業種別にみれば，エレクトロニクス部門が首位を占め，繊維，金属，
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化学部門がこれについでいる4)。
第1表 1967年1~11月外人・華僑投資実績
華 僑 117件 17",842千ドル
外国人計 105 4t 364 
米 国 20 23,617 
日 本 76 15,456 
そ の 他 ， 2,291 
総 計 222 59,206 
資料）在中華民国日本国大使館「中華民国経済情勢近況」 1967年1ページの表
また，台湾政府が加工貿易促進の見地から高雄に開設した輸出加工区におけ
る企業設立状況について概観してみても，それは極めて活発な様相を呈してい
るが，そのなかにおいてもエレクトロニクス部門があらゆる面において首位に
たっている。 （第2表参照）
ところで， 1967年1月現在における，高雄輸出加工区への企業進出申込件数
は122あり，そのうちの取消し15件をのぞいた107の企業が現存しているが
（操業開始しているものは3祝翌範， これを業種別にみると20種・類にわけられる。
そして，エレクトロニクス産業における企業は19で，．それは全企業数の17.8彩
を占めていることになる。このうち現在，操業している企業はおよそ過半数の
10企業で，それは当加工区において現在操業している32企業にたいては31彩を
•も占めるにいたり，もっとも活発であるということを示しているのである。
また，この部門での投資金額は，金属製品類についで2番目に多く， 2,481,
000ドルである。 これはまた，当加工区における総投資金額15,550,689ドルに
たいして16%を占めているわけである。そして，年計画外錆金額は15,0o8,400
ド：）レと最高額を示し，同じく当加工区における総額76;911,647ドルにたいして
は19.5%を占めていることになる。
なお，エレクトロニクス部門における雇用労働者数は 4,607人と，これまた
もっとも多く，この地区における雇用労働者総数24,664人にたいして18.7彩を
占めるにいたっているのである。'
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第2表 高雄輸出加工区における合弁・合作，外国資本企業の現況
(1967年11月現在）
事 業 種 類 核家数准5) 家開エ数 投資（金ド）レ額） 年金額計6画)(外ドル錆） 雇用員エ
精密機器及儀器類 .2 918,000 lil73,000 405 
電子製品類 19 10 2,481,000 15,068,400 4,607 
金属製品類 11 2 2,597,000 11,030,350 1,759' 
塑膠製品類 13 2 1,439,500 6,423,100 3,160 
機器製造類 1 22,500 600,000 100 
家具製造類 2 1 350,000 2,040,000 320 
工芸 品類 15 7 1,1部，448 、 5,985,422 2,659 
電気用品及製品類 3 251,250 4,637,625 354 
橡膠製品類 2 1 125,000 1,800,000 438 
印刷 品類 1 150,000 750,000 48 
包装修配 3 1 362,500 630,670 391 
皮革製品類 5 2 368,000 2,112,000 1,051 
紙器製造類 1 338,150 1, 130,000 324 
玩具製品姜頁 1 500,000 504,000 120 
専 案 1 1 300,000 497,500 1,200 
針織及編織品類 14 3 1,535,000 8,636,160 3,833 
成 衣 類 11 2 2,44,9,341 13,396,080 3,745 
化学製品類 2 175,000 797,340 150 
ムロ 計 107 32 15,550,689 76, 91(647 24,664 
資料）経済部高雄加工出口区管理処編『高雄加工出口区簡訊』第2巻，第11期， 196.7
年12月， 8ページ，ー，巳核准外錯事業種類表
このように，高雄加工区におけるエレクトロニクス産業の占める地位はあら
ゆる面においてもっとも大きいものであるといえるが，このなかには，オラン
ダのフィリップス社が建元電子公司 (ElectronicsBuilding Elements Industries) 
，アメリカのゼネラルマイクロエレクトロニクス社が高雄電子公司 (General
Micro-electronics <Taiwan> Ltd)として，それぞれ工場設立を行なっている。
3 
一般的にみて，発展途上国における工業化推進のためのもっとも重要な要因
の一つとして，その国が有しているところの低廉豊富な労働力があげられてい
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ることは，周知のとおりであるが，すでにみてきたように，台湾におけるエレ
クトロニクス産業の開発についても現地の低廉豊富な労働力が寄与している点
は大きく，台湾政府ならびに企業の当事者たちもそれを強調しているのである。
それでは，現在，台湾において労働者にたいして支払われている賃金額はど
のようなものでろうか。
台湾においては，「工場法」 (Factory Law)の第24条で， 原則として，同じ
種類の労働に従事する男女の労働者は同等の賃金が支払われるべきであること
を理想としてうたっているが．，通常，現実的には，女子労働者は男子労働者に
比して低い賃金が支払われている。
また， 14オから16オまでの労働者は少年労働者として区分されている。現在
では，少年労働者の賃金率をつかさどるための法律や規制は何ら公布されては
いないけれども，通常，成年労働者の賃金の50%より低くないものが支払われ
ているということである。
なお， 1日における労働時間は 8時間程度で，超勤手当てとしては，定めら
れた日給賃金の 3分の 1~2分の 1を割増して付加されることになっている。
さて，現在，華借および外国投資家，あるいは合弁・合作企業などで一般的
に支払われている平均 1日あたりの賃金率についてみてみると，それはおよそ
以下の第3表のとおりである。
この表によってみると，電気および電子産業における賃金は，主要産業にお
いて支払われている賃金のなかでほぼ中間位にあたるわけであるが，主要産業
における平均賃金額に比べてみると，およそその80彩程度ということで，ーこれ
はむしろ低い方であるといえよう。
また，台湾側の発表による同じ資料のなかで，日本の平均賃金について関説
．されているが，そこでは， 日本に、おける電気技術部門などにおける 1日平均賃
金は 912円とみなされているので，この台湾側からみたわが国の賃金と比べて
みても，台湾におけるエレクトロニクス産業の賃金がいかに低いかということ
がうかがわれるであろう。それは，まさに低賃金依存型であるのである7)。
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第3表華僑および外国人投資家によって支払われる賃金
単位 1日あたり NTドル
電気 プラス 化学 機械
労働の種類 賃金率 および 製薬業 チック 平均
電子産業 産業 工業 製造業
最 高 75 129 63 133 53 88 
専門技術工 平 均 50 94 35 117 66 
最 低 40 81 26 100 47 53 
最 展． 40 57 28 133 47 51 
組 立 工 平 均 25 35 21 120 37 
最 低 16 33 16 110 33 30 
最 渦． 58 124 100 170 47 94・ 
機 械 工 平 均 32 95 42 167 71 
最 低 21 91 35 150 33 58 
最 高． 52 128 51 177 83 
，電 気 工 平 均 36 97 42 167 69 
I 
最 低 26 93 35 150 60 
最 高 46, 65 28 72 33 48 
一般労働者 平 均 24 45 24 50 34 
最 低 14 40 21 28 23 25 
資料） Industrial Development and Investment Center, "A Brief Report on 
the Supply.of Labor in Taiwan", 1967, p. 6. 
注） NTドル： New Taiwan ドルの略， lNTドル=l元=9円，
USlドル=40元。
?
以上において，台湾におけるエレクトロニクス産業の現況について，これを
台湾当局による若干の資料にもとづいて概観し，素描してきたのであるが，そ
こで以下において，これらの実態的側面の一つとして，台湾における電気およ
びエレクトロニクス関係の工場の現況について，若干素描してみよう。
さて， 1968年 3月における日本からの投資および進出企業は56企業，投資金
額は総額で21,655.5千ドルに達しているが，そのうち，エレクトロニクス部門
を含めていわゆる電気産業関係の企業数は，のべ12企業，投資金額 9,410千ド
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ルで，それは前述の日本からの投資総額にたいして約43.4%を占めて・いる。
（第4表参照）
第4表 日本から進出している電気および電子産業関係の企業とその内容
投資対象事業内容
I 
日本側の ＇投資内容 許可
投資企業 業務種類生産 量 資（千ド本ル金） 聞（％塁）投（千資ト輝ル類） 
附注
年月
A 各及種交電換機話機等 年 66.6万ドル 462. 5 80現金 1221959 . 1 
II II ‘’ II II 現金 2561960. 2 技R術1合%作
B II 電交話換機機年年13,010605台 現金物 158 1960. 7 R 4千265 7 4.5 35 1965. 2 ドIレ
C 鋼電気鉄機械鋼器筋具 3,875 19現金 4741961. 7 
D 畠畠贋 682 601現金 4091962. 9 
E 日光灯安定器 年 65万枝 625 40現物 2251962. 10/ • F 
G 家品び庭販の用装売電配器お製よ 年 148.5万ド）レ 750 52現物 3901963. 1 
H 空電気磁調開節閉器器 月 100-200台 425 65現金物 2426911965. 2 
I 1乾炭電素池用棒 年 1,500トン 300 60現金mo¥1965. 1: 
J 疑 縮 器 1年 80万個 30 75現金 38 1965. 1 I 
ポリバリン 750万個
200 100現金 2001966.11 19月68年生産K IFT ・2,500万個小型モーター
L 電泡蛍光灯 年蛍電光泡灯 51020万個 1,333 35現現金物 466 1967. 3 
資料）台北市進出口商業同業公会『中日経済及貿易参考資料』，「日本向台湾投資主要
企業及投資内容統計表」（日本輸出入銀行調査統計資料）より作成
そこで，まずトランジスターラジオなどいわゆるエレクトロニクス部分品を
含めて，わが国から進出している家庭電気器具メーカーの現状をみてみると，
その生産規模などは日本におけるものに比べるとやはり小規模ではあるけれど
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も，概していずれの企業も，近い将来には現状の 3倍程度の規模に拡張を行な
う予定であり， また設立当初から， それが可能であるようなスペースや準備
態勢は整っている。なお，このことは，ただエレクトロニクス産業のみなら
ず，他の産業一般についてみてもまた同様のことがいえるのである。
さて，これらの諸企業が，ラジオ・テレビ・ステレオ・トランジスータラジ
オ・冷蔵庫・トースター・炊飯器・ルームクーラー・ミキサーなどの分野にお
いて相競合しており，なかには生産過剰のため在庫が増加している品目もみう
けられるのである。
また，家庭電気器具は，その品目によっては今後大いに需要の伸びが期待さ
れるものもある。たとえば，テレビ部門についてみると，最近では台湾の南部
地方においても視聴が可能になってきたといわれているので，その需要， した
がって販路も拡大化の傾向をみせるものとおもわれている。しかしながら，テ
レビ局は，現在では， 2局存在しているにすぎず，テレビの普及率もわずか 5%
程度と，関係者によって推定されている。しかも，実際にはこの数字よりも一層
低く，主として，ホテルとか高級レストランなどの営業用か，高所得者層の家庭
においてテレビがみうけられるといったのがその実態であるといわれている。
これにひきかえてトランジスターラジオの普及状況については，それがかな
り一般的に市民の間にも浸透しているということは，台湾の主要都市の市街風
景を一べつすることによってもうかがわれるであろう。
たとえば，数多くの露店商人や行商人たちが小型のトランジスターラジオを
耳にしながら商売を営なんでいる様子や，最近の台湾経済の発展とその国民所
得水準の上昇を反映して増加してきたといわれているところの台湾人の国内観
光旅行者たちが， トランジスターラジオを手にぷらさげている風景などは，ま
さにトランジスターラジオのブーム到来をおもわせるのには十分であるといえ
よう。
また，冷蔵庫やルームクーラーなどについても，台湾のような熱帯性気候の
国においては，国民所得の増大にともなって，今後の需要の伸びも当然のこと
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として期待されている。もっとも将来における需要推計については，最近，安
定化傾向を示しているとはいうもののいまだ不安な雰囲気を拭い去ることので
きない内外の政治情勢などとの関係上やはり困難であり，そのため見込み生産
といっても，過去の実績を勘案しながら．，短期間においてできうるかぎりの収
益を，それも企業としては採算ベースにあう製品の生産を重点的に行なうとい
う傾向が，どの企業をつうじてみても切実に感じとられるのである。
このような意味においても，電気産業にたずさわっている企業が， トランジ
スタ一部門に力点をおく傾向にあるということもまたうなずけるわけである。
さて，家庭電気器具については，自製率に制限が課せられているものが多
く，たとえば，テレビ・ラジオ・冷蔵庫・クーラーなどの生産にたいしては一
定割合の台湾製の部分品を使用しなければならないことになっている。そのた
め，これらの部分品製造業者や関連下請企業の育成が，当然重要とされ，これ
に努力している企業も少なくない。ところが，一般的にみて，台湾においては
下請企業などを含めて，政府の手によるところの，いわゆる中小企業にたいす
る育成政策などはとられていないというのがその現状である。
そもそも，台湾においては，規模ないしは量的概念上で，中小企業なるもの
はもちろん存在しているが，日本的意味において問題性を有しているところの
中小企業として，これを把握することは困難であるようにおもわれる。したが
って，関連企業同志の間で，相互依存ないしは相互補完関係にあるとおもわれ
るものは，ある場合にはこれを扶助し，育成し，そうでないものは相互に相競・
合関係にたって，しのぎをけずるかのどちらかであるという方が，むしろ現状
であるといわれている。
なお，完成品の輸入は全面的に禁止されており，そのために，これまでは製
品輸出という形態をとっていた外国の企業が，台湾政府の外国人投資にたいす
る誘致ないしは奨励政策B)などの刺激を受けて，その企業ぐるみで台湾へ進出
してきたというのが，ほとんどの進出企業の動機であるといわれている。
そこで，以下において，現実にわれわれが訪問した台湾における若干の企業
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の概況について，その企業の機密に触れぬ程度に素描して，これらの企業の当
面する諸問題を極く簡単に指摘してみよう 9)。
なお，本小稿の主題であるところのエレクトロニクス関係の部門．について
は，企業側の秘密保持性から見学を断念せざるをえず，また聞取り調査におい
ても，満足できる回答のなにものかをひきだすことがやや困難であるとおもわ
れたので，これらエレクトロニクス部門を併有しているところの企業における
一般的な外貌を素描することにとどめているということを，•ここに附加して断
っておく次第である。
No. 1企業
1955年に台湾現地の企業 A有限公司が資本金30万元 (270万円）をもって設
立し， 1962年に日本の企業 Bと合弁手続を終了させ，翌63年に新工場を完成
させて今日の名称に変更した。なお合弁企業としての資本金は 3,200万元 (288
百万円）である。
現在，工場が立地している地域は，高雄（輸出加工区・港湾）一台北（首都）
一基隆（港湾）への主要幹線道路に面したところで， この地域にはわが国の合
弁・合作企業も数多く立地しており，しかも近郊には主要な労働供給市場であ
るところの農村を控えているなど，工場立地現境としては格好の条件に恵まれ
た場所である。
． さて，前述の資本金の出資比率についてみてみると，現在では，日本側が52
鍬台湾側48彩となっているが，今後，日本側の出資比率を増加させる予定で
あると当事者たちは語っている。
ところで，当企業における日本側の進出動機としては，・ 1. : 企業Aと企業B
とがモーターの技術提携を以前から行なっていたことが，その契機となったこ
と， 2. 他社の進出による輸入制限に引っかからないため，などが，その主要
なものとしてあげられている。
当企業の主要生産品目としては，目下のところ，テレビ・ステレオ・冷蔵庫
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・洗濯機・ミキサー・トースター・電気釜などがあげられているが，その生産
量は，月産，テレビ2,200台，ステレオ80台，冷蔵庫 1,000台，洗濯機2,500台
といった程度である。
つぎに，需要状況について概観してみると，気候条件からして，台湾では冷
蔵庫の需要がまず多いものであろうと想定されるが，実際には，企業側のマー
ケッティング調査などの結果からみても，テレビにたいする需要ないしは購買
意欲の方が比較的大であり，その普及率も冷蔵庫に比べて高いといわれてい
る。しかしながら，将来においてはカラー放送も開始される予定であるという
ものの，現在では，前述したように，テレビ放送局はわずか2局しかなく，し
かも購入層が高級所得層か営業用であるので，受像機についてみても，日本に
おけるような普及型といったタイプの製品はみうけられず，もっぱらコンソー
ル型などの高級品のみが生産されており，その価格も 7~8千元と，やはり一
般庶民にとっては手の出しにくいものである。
同業者間における競争は日本におけるのと同様に激しいものであるといわ
れ，各企業とも販売拡張のための宣伝合戦に重点をおかねばならないといわれ
ている。そして，そのPR方法も，日本においては，もはやテレビが一般庶民
の間に完全に普及してしまった今日では，その製品の具体的特徴をとらえて．
それを強調し，自社製品の優秀性を購買者に印象づけるという方法をとってい
るのにたいして，台湾においては，製品そのものの利用価値を認めさせるとい
う初歩的な宣伝手段や，製品の全体的特徴をとりあげ，それも主として購買者
の視覚にうったえるという手段を採用する段階にあるといわれている。
つぎに，扇風機についてみると，、この方は従来からいわゆる小規模の町工場；
においても数多くの製造が行なわれているが，やはり技術などの面において劣
悪であるためその品質も悪く，一応大手製造業者の製品とは異なった範疇で識
別されている。しかしながら，これらの企業間に＇おける競合状態についてみて
みると，それは大手製造業者間同志の競争に比べて，大企業対小企業の競争の
方が，これら小企業側からの低価格製品の追上げによって，かなり激烈である
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といわれている。
さて，当企業における労務事情について概観してみると，現在，従業員は電
化工場に290人，無線工場に250人，本社に20人と．合計560人となっている。従
業員の平均年令は22~23オであるが，そのうち，男子の方の平均年令は25~26
オとなっており，女子の方では19オとなっている。日本人の技術指導者は 9人
で，そのうち短期交代のものは 2~3人である。
ところで，台湾における義務教育期間は， 1967年まではそれが国民学校（小
学校）までであったので，企業側としては14才以上のものを従業員として採用
することが可能であったのであるが， 1968年度からはそれが中学校までと 3年
間延長されたため， 17才以上のものについてのみ採用が可能となったのであ
る。
雇用条件についてみると， 14オでの初任給は 1日あたり20元であるが，識員
とエ員との間における賃金格差は激しいものである。その上，学歴尊重の風潮
も日本におけるよりも重大であるが，このことはまた，大学卒の技術者たちの
なかで成績の優秀なものが海外に流出して行く傾向にあるということもわざわ
いしているのである。したがって，企業側としては，比較的学歴程度の高いも
の，あるいは高等技術者たちの採用には苦労があるとのことである。事実，当
企業においても，現在，台湾人で大学卒の技術者は全従業員数のわずか2%程
度しかいないといわれている。
また，一般的にみて，従業員は雇用条件次第で他の企業へ移動するいう傾向
があり， 他方，企業側も他企業の従業員引抜きを盛んに行なっている。企業
側における定期的採用も行なわれておらず，年中，従業員の入社，退職が行な
われている。また，日本におけるように，学校などをつうじての従業員の新規
採用ということなどは制度としては行なわれていないのである。しかしなが
ら，実習生あるいは見習エとして，学校のあっせんによる就職は行なわれてい
るとのことである。これらのいわば補助的労働者にたいする給料は，通常，一
般労働者あるいは従業員の給料に比べて 2~3割程度低額となっている。そし
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て， 2~3カ月間の社内における訓練・教育期間後，正式の社員となるという
ように，この点に関しては，日本などにおいて一般的に行なわれている制度と
ほぽ類似しているものといえよう。
さて，一般的にみて従業員にたいする賃金報酬は低額であるため，低賃金構
造に基礎をおいた人海戦術による生産方法がとられてしかるべきなのである
が，実際のところでは，労働者の企業における定着率の低さと，労働意欲の欠
如というよりはむしろおおらかであるともいうべき大陸ムード的性向にも影響
されて，機械利用の方にウエイトをおく生産方法の採用の方が，やはり生産も
向上して能率的であり，また安定的であり，結果的には品質のよりすぐれた製
品を作り出すことになるので，高度の機械化とその稼動ということが必要とさ
れ，企業としては，低廉豊富な労働力の利用という初期の目的とはやや矛盾す
るともおもわれるところの問題が生起しているかのようにみうけられるのであ
る。これに加えて，高度の機械化による結果としての大量生産は，現在のとこ
ろ，需要がこれにともなって急激には増大しないという問題も必然的に生じ，
企業経営者にとっては，頭痛の種がその内側に秘められているということは，
おおいかくすことのできない事実であろう。
なお，従業員の就業時間は，午前8時から12時30分までと，午後は 1時15分
から 5時10分までと平均8時間労働ということになっている。
従業員にたいする厚生福祉の制度や施設についてみると，失業保険の制度は
存在していないけれども，健康保険の制度ば採用されている。また，たとえ
ば，出産手当としては，それが本人の場合は給料の 2カ月分，配偶者の場合に
は半月分が支給されることになっている。また，わが国の労災保険にあたると
ころの労工保険は適用されており，自己負担分としては給料より天引きされる
ことになっている。その他，厚生施設については，バスケットコートなどが設
置されており，年に 1回程度の従業員慰安旅行も行なわれているとのことであ
る。また，従業員用の通勤専用車が3台あり，これが台北市内を走っており，
旧台北工場に勤務していた従業員については無料で優先的に乗車させており，
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その他の従業員にたいしては，料金の半額は会社負担という便宜をはかってい
る。しかしながら，ほとんどの従業員が工場近郊の地に自宅があり，下宿者も
少数であるといわれている。
つぎに当企業における流通機構について概観してみると，それは日本にお
ける機構とほぽ類似しており，工場→本社→営業所 (10カ所）→代理店→小売販
売店というルー・トをつうじることになっている。
また，自製率は現在のところ70彩程度まで達しているとのことである。
コストについては，日本に比して 5割程度高いということであるが，その理
由の主なものとしては， 1. 生産量が少ないこと， 2. 材料費が高いこと， 3.
外注によるコスト高，などがあげられている。したがって，今後，生産量が増
加してくると，外注の方を減少させ，企業内における一貫生産システムに切り
かえ，コストダウンをはかることなどを将来の企業合理化問題として考慮して
いるとのことである。
ここで，台湾における外注あるいは下請企業の現状について，極く簡単に触
れてみると，概してそれらは，たとえば，技術面についてみても，日本のもの
より，いまだ低い段階にあり，そのため，当然，その製品の品質についてもや
はり劣悪であるといわれている。これに加えて，主要な原材料であるところの
鉄板類などの供給者が半官半民制による独占企業であり，それも老朽施設に頼
っている生産方法なので，これら原材料の品質がすでに悪く，それがまた必然
的に下請企業の製品にたいしても悪影響をおよぼしているのであるといわれて
いる。このようなことが原因となって，親企業あるいは取引先側としては，下
請企業との関係を永続的なものとしないで，いわゆるその場限りにおける一時
的発注あるいは取引きで済ませるのが通常であるといわれている。
当企業としても，このような観点から，下請企業にたいして，かれらの育成
・指導ということをはかり，なんらかのかたちでこれを援助し，ある意味にお
いては下請企業を系列化せしめるということなどは考えておらず，前述したよ
うに，早い時期に企業体制を一貫生産システムに切りかえ，コストダウンをは
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かることの方が企業合理化への方策でもあると強調されているのである。
以上のような現況からみて，当企業における目下の—そして根本的な―
生産目標としては，・まず， 1. 従業員における生産意欲の向上と， 2. 製品品
質の向上暉義的責任がらも）などがあげられているのである。
No. 2企業
当企業は，上述の企業， No.1の立地している地域からわずか数百メートル
ほど離れた場所に立地しているところの，電気器具やエレクトロニクス関係の
部分品を製造しているいわゆる下請専門のメーカーである。
資本金額は 3万ドルセ，その出資比率は，日本側が75彩，台湾側が25彩とな
っている。創業は1965年1月で，主要生産品であるコンデンサーの年生産量は
目下のところ80万個である。
当企業の台湾への進出動機についてみてみると，それは，日本における大手
筋の電気メーカーが相ついで台湾へ進出するようになってきたので，これらの
諸企業にたいして，以前より下請関係にあったことなどの利点からみて，台湾
進出に踏切ったといわれている。したがって，台湾においても，日本における
と同様に，主要大手筋の重電および家庭用弱電企業がその主要取引き先となっ
ている。しかしながら，これらのいわば親企業あるいは主要取引き先側からの
当企業にたいする援助などは全くないのである。それよ｀りもむしろ，これらの
企業との間における関係は，たとえば，取引き条件について一べつしてみて
も，手形が100彩近くもあったり， しかも，そのサイトについても，ー今日で
はむしろそれが一般的あるいは常識化されてしまった感のある一4~6カ月と
いう長期間であり，その上，値引きや買いたたきなどにあっているとのことで
ある。これを要するに，あらゆる面において，日本における下請中小企業が一
般的に遭遇しているところの苦悩をこの地においても再現してあじわっている
ということなのである。
さて，現在，台湾におけるコンデンサーの製造企業は，合作企業としては当
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企業のみであって，他に現地企業が2企業存在しているが，これらの企業が日
本製に劣らない製品を生産する段階に到達しつつあり，これに加えて，他から
の企業参入や，新企業の創業なども見込まれている。したがって，企業間にお
ける競合は，現在のところでは，日本におけるよりもいまだ緩慢な状態にある
とはいうものの，将来においては，かなり激化するであろうと予想されてい
、る。
ところで，当企業において生産される製品は， 100 %国内市場向けであり，
低賃金を利用して日本への再輸出ということはもちろん禁止されているのであ
る。
需要についてみてみると，たとえば，扇風機の部分品の売行き状況などは，
気候条件の影響を直接的に受けている。台湾においては，気候が概して不順
であるため，それが，この国の主要産業であるところの農業に影響をあたえて
いる。そして，農民層の所得がこれの影署を受け，かれらの所得水準が低下す
ると，最終製品にたいする購買状態も悪化の傾向を示すことになる。このこと
は，また当然のことながら親企業や取引き先からの部分品にたいする注文の減
少という形でもうて下請企業にはねかえってくるのである。したがって需要に
ついては，かなりの変動があるわけである。
つぎに，当企業における労務事情についてみると，現在，．当企業は 130人の
従業員を擁しており，そのうちエ員は 120人で，残りの10人が職員となってい
る。戦員のうち， 7人が現場の監督や主任などで，事務員は 3人である。
従業員の80%までが国民学校（わが国の小学校）卒の， しかも，近郊農村出の
少女である。
給与の状況についてみてみると，高額者の方で月 2,000元，普通一般労務者
にたいしては日給制が採用されており，それは 1日あたり平均して15元である。
残業の状況については，通常， 3時間程度の残業を行なった場合は，日給の50
％増としヽうことになっているが，現実には，前述したように，エ員たちのほと
んどが幼少の女子工員であるため，企業側としてもこれを実施させていないと
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いうことである。
ところで，このような女子工員たちの主要な作業内容とはなんであり，ま
た，その勤務の状態はどのようなものであろうか。
彼女たちの作業内容は，単純労働であり，あまり高度の熟練・技術を必要とす
るような仕事はあたえられていないのである。また，たとえ，比較的高度の作
業に彼女たちを就業させたとしても，それに要するところの技術を習得してし
まえば，他企業からの引抜きに応じて退社してしまうという懸念がないでもな
いので，企業側としては，高級ともいうべき内容の作業には，むしろ従事させ
ていないのである。そのためか，日本においては，簡単な機械装置が能率的に
遂行しているような作業，たとえば，製品にとりつけるラベルの裁断というよ
うなことなどにも， 10人からの女子工員たちをあたらせて，その糊付け作業な
どにもかなりの手間がかかっているのである。機械装置の利用というよりもこ
の方が企業としてはコスト安なのである。この意味における限り，それは，低
廉豊富な労働力の利用といってよいであろう。しかしながら，女子工員の年令構
成という点からみると，平均14オ程度の，まだ子供子供した女子工員たちなの
で，彼女たちから生産意欲といったものを感じとることはむしろ無理なことで
あり，20オ代の監督クラスにあたる職員がたえず工場内を巡回視察しており，彼
女たちにいろいろな面で指導と注意をあたえている。また，女子工員のうちに
あって，少し年令の高い層のものたちには，上述したような作業よりも少し程
度の高い内容の作業があたえられており，その作業には一定のノルマが課せら
れている。そして，出来高量にたいしてというよりもむしろ彼女たちのサボター
ジュを防止するために，作業量が直ちによみとれるようなメーターが各人の持
場の機械にとりつけられている。しかも，ここでの作業内容も，それは中間工
程までであり，最終仕上げの工程は，完全技術の習得を防止するという企業側
の理由から，彼女たちにはあたえられていないのである。このようにして，一
貫した工程を1人の従業員に作業させるということは，当企業においては巌禁
されており，部分的工程か，あるいは補助的労働の方に集約的に従事させてい
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るのである。このことは，一般的にみても，特殊専門技術を必要とする企業に
おいてしばしばみうけられる風景であり，それはまた，前述したように，企業
参入が比較的容易であり，従業員の引抜きが一般的であるといわれている台湾
における企業の環境にあっては，企業からの技術流出防止の観点から当然のこ
とともいえるであろう。
つぎに，従業員にたいする社会保険の制度についてみると，従業員の定着率
との関係もあってか， 16才以上の従業員，すなわち，小学校卒業後からみて満
2年以上の勤続者にたいして，労工保険が付加されている。このようにして，
退職金制度や失業保険制度についてみても，これらの金額をめあてに入社し，
3カ月程度の勤務期間中に技術を習得し，簡単に退社して，雇用条件の比較的
よい他企業に移ってしまうおそれがあるという理由から，一般的にみて，従業
員にたいする厚生福利ともいうべき，これら社会保険制度の採用とそのとりあ
つかいについては，かなり巌しい制約がみうけられるのである。
なお，現在，当企業がかかえている問題点としては，ーーそれは，他の企業
についても一般的にいえることでもあるが—まず第 1 に，低賃金依存型とい
えどもそれが最近上昇の傾向にあるということ，およびコスト高の傾向，第2
に，原材料の不足，第3に，おおいかくすことのできない政治的不安定，そし
て，第4に，注文の不安定，などがあげられている。
ミツミ電機
当企業の台湾進出動機についてみても，それは他の進出企業一般にみられる
のと同様，台湾における自国生産体制が最近整備されてき，したがって輸入製
品にたいする制限の問題が必然的に生じてくるであろうという懸念から，企業
としても，従来の製品輸出という形態から企業ぐるみの進出の方が有利であろ
うと踏切ったところに，その主な動機がみうけられるのである。
台湾三美はポリバリコンを 100万個，コイル類を300万個（いずれも年産）生
産する予定で工場を建設し，現在のところ，その約3分の 1が稼動している。
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資本金は7,257万3,000円，従業員は約500人で，出資比率は，日本のミツミ
電機の 100%出資ということになっている。
従業員の賃金は，日本におけるのと比して約4分の 1~5分の 1と，これま
た，全く低賃金依存型である。
企業側としては，いまだ稼動して間もないため，その業績はあがっでおら
ず，現地労働者の質がかなりよい方であると，．•一応，評価することができて
も，これら従業員にたいする教育・訓練の徹底化に主要な方針をおいている。
なお，台湾三美は，高雄加工区に進出している企業であり，．加工区におい
て，為替管理法の制限［高率関税・法人税などの免除，など，いろいろの優遇
措置を受けているが，企業側としては，．加工区にたいして， L 事務の簡素化，
2. 官庁事務の統一， 3. 交通・通信の不便，などを改善すべき問題点として
あげている 10)。
以上のような日本から台湾に進出している企業のほかに，諸外国からの企業
進出も盛んである。
たとえば，米国からの企業では，最大の投資規模を誇っている台湾飛歌公司
（フィルコ台湾）が，．台北市の郊外に進出している。
当企業は，フォード系のフィルコ・＇フォードが 100彩出資している子会社
で，従業員も 1,300人と多く，テレビ・ラジオなど，年間，数千万ドルの製品
を米国に輸出している。
また，フィルコ・フォードは高雄加工区にも高雄電子公司を有して，そこで
はトランジスター集積回路 (IC)を生産し，米国および日本に輸出している。
このようにして，フォードは，本業の自動車より一足早く，電機・ 電子の分
野で台湾に足場を築き，その投下資本も 800万ドルを上回っており，当企業と
しては，現在，第2期計画に入ったばかりであるが，最終的には 2,000万ドル
以上の資本投下が見込まれている。
また，ウェスチングハウス社も，最近，月産120万本以上という真空管工場
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を完成しており， GEも台湾資本と組んでルームクーラー工場をつくりはじめ
ているm。
この他，米国資本100彩という台湾電子も設立されている。
しかしながら，台湾政府や高雄加工区の意図するとおりの 100%海外輸出と
いう当初の線が，もしもくずされたとするならば，現在，台湾市場において95
形のシェアーを占めている日本製品に比して，一層品質良好にして低価格の米
国製品が，これにとってかわることは明白な事実であるので，日本からの進出
企業としては，安穏なままではおれないであろう。
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1) 岡本昌雄「追い上げる発展途上国一―—その 1 台湾一」中小企業PRセンター
「中,]~企業ジャーナル」 1968年9月号， 19~20ベージ参照。
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portunities in Taiwan The Republic of China", 1967, Aug., pp. 17~18. 
国際経済合作発展委員会は，経済建設の策定，外資導入にさいして外国企業と台湾
政府の仲立ち，工業発展の促進，外資導入に関する種々のサービスを提供するという
ことなどを主たる目的としている。
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海外経済協力基金などである。台湾側の借入は中華民国政府があつかっている。なお
借款事務は国際経済合作発展委員会が取扱っている。
1965年7月，国際経済合作発展委員会投資業務処は， 「台湾において，今後投資が
期待される業種」と題・して， 13業種， 66品目を発表している。それらのうち主要なも
のを列挙すれば以下のとおりであるが，このなかに，エレクトロニクス産業も含まれ
ている。
1 化学工業一一農業（原料）， 写真フィルム・スチレン・塩化アンモニウム，
2 プラスチックおよび合成樹脂工業—ボリプロビレン：ポリメタン・ボリビニー
ル・アセテート，
3 合成繊維工業―レーヨン・ボリマイド・ボリエステル，
4 紙・パルプ工業—甘庶粕パルプ・クラフトペーパー・ヲーテッドペーパー・シ
ガレットペーパー，
5 食品加工工業ー~缶詰中華料理・濃縮ジュース・菓子類・塩乾魚．
6 木材工業一家具・ヨット・組立て木工品，
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8 機械工業一発動機・化学機械・エ具・錠・時計，
9 電気機器工業—モークー• 発電機・スイッチおよび配電盤，
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12 紡織工業—編物・縫製品・織物・敷物，
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「外国人の投資に関する法律」 (1954年7月総統令公布，1959年12月改正公布）
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出資種類（第3条）一―-1.輸入した外国通貨又は外国為替をもって構成する現金。
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